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平成 27 年度 

エネルギー使用合理化事業者支援補助金 

（民間団体等分）（ＬＰガス分） 

 

平成 27 年 5 月 

日本ＬＰガス団体協議会 



 
エネルギー使用合理化事業者支援補助金（民間団体等分）（ＬＰガス分） 

 

 

 

申請者の皆様へのお願い 

 

日本ＬＰガス団体協議会（以下「日団協」という。）の補助金の原資は経済産業省から交付決

定を受けた、いわゆる公的資金であり、当然のことながら、コンプライアンスと交付ルールに

則った適正執行が求められます。 

日団協の補助金に申請される皆様におかれましては、以下の点につき充分ご理解のうえ、各

種手続を行っていただきたくよろしくお願いします。 

 

1. 補助金の申請や実績報告書の提出などの各種手続を行う場合は、事前に業務方法書、公募説

明会資料、パンフレット等を熟読し、交付の要件や手続上の制約条件などを充分ご理解くだ

さい。 

2. 当然のことながら、日団協に提出する書類や資料においては如何なることがあっても虚偽の

記載や改ざんは認められません。 

3. 万一、不正行為があった場合、日団協は法や規程類に則り厳正に対処します。 

4. 不正行為が認められたとき、日団協は当該部分の交付決定の取消しを行うとともに、交付済

みの補助金額に加算金（年利１０．９５％）を加えた額を返還していただきます。 

5. また、不正行為を行った申請者や手続代行者の名称・不正の内容をホームページ等で公表す

るとともに、日団協の所管する新たな補助金の交付停止や手続代行業務の停止を一定期間行

う等の措置を執らせていただきます。 

6. なお、悪質な不正の場合は、刑事罰等の適用の可能性につき、所轄警察署に相談することが

あります。 

 

 

【補助事業の計画に際しての主な留意点】 

・補助事業を行うにあたり、売買、請負、委託その他の契約を締結するときは、原則、競争入札

（又は３社以上の相見積）により発注先を選定して下さい。 

・当該年度に行われた工事、物品購入等に対して当該年度中（平成２８年２月１５日まで）に対

価の支払い及び精算が完了し、実績の報告ができるよう計画して下さい。補助事業を構成する

全ての工事等の完了、検収と費用の支払いをもって、補助事業の完了となります。 

・費用の支払方法は「金融機関からの振込」とするよう手続きを行って下さい。（手形、割賦、

相殺等は認められません。） 

・必要な書類が期限までに提出されなかった場合、補助金は交付できませんのでご注意下さい。 

・諸事情・事故により期日までに到着しなかった提出書類等については、日団協では責任を負い

かねます。書類等の提出にあたっては、配達の記録が残る郵送方法（書留郵便等）のご利用を

推奨します。 


